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庄 原 市 新 規 就 農 者 総 合 支 援 事 業 実 施 要 綱  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、本 市 で 新 た に 農 業 専 業 経 営 を 行 う こ と を 目 的 と し て 、市 内 の

農 家 等 で 営 農 研 修 を 行 う 者 又 は 営 農 を 開 始 す る 者 に 予 算 の 範 囲 内 に お い て 奨 励

金 及 び 補 助 金（ 以 下「 補 助 金 等 」と い う 。）を 交 付 す る こ と に よ り 、農 業 後 継 者

の 育 成 を 推 進 す る た め 、当 該 補 助 金 等 の 交 付 に 関 し 、庄 原 市 補 助 金 交 付 規 則（ 平

成 17年 庄 原 市 規 則 第 46号 ）に 定 め る も の の ほ か 、必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。 

（ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 に お い て 、次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に

定 め る と こ ろ に よ る 。  

(１ ) 農 業 専 業 経 営  農 地 を 20ア ー ル 以 上 所 有 し 、 又 は 借 り 受 け 年 間 150日 以 上

農 作 業 に 従 事 し 、 農 業 を 主 と し て 生 活 す る こ と が で き る 経 営 を い う 。  

(２ ) 農 家 等  市 が 指 定 す る 先 進 的 営 農 技 術 を 有 す る 専 業 農 家 、農 業 生 産 法 人 及

び 広 島 県 立 農 業 技 術 大 学 校 を い う 。  

(３ ) 営 農 研 修  前 号 に 掲 げ る 研 修 施 設 に お い て 、週 ５ 日 以 上 の 農 作 物 栽 培 技 術 、

家 畜 飼 養 技 術 及 び 農 業 経 営 を 行 う た め の 経 理 技 術 の 習 得 を い う 。  

（ 補 助 の 対 象 者 等 ）  

第 ３ 条  補 助 の 対 象 と な る 者（ 以 下「 対象 者 」と い う 。）は、市 内 に 住 所 を 有 す る

個 人 又 は 法 人 で 、補 助 の 対 象 と な る 事 業 、経 費 及 び 補 助 率（ 額 ）は 別 表 の と お り

と す る 。  

（ 交 付 の 申 請 手 続 ）  

第 ４ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 対 象 者 は 、 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） に 、

事 業 計 画 書（ 様 式 第 ２ 号 ）及 び 収 支 予 算 書（ 様 式 第 ３ 号 ）並 び に そ の 他 市 長 が 必

要 と 認 め る 書 類 を 添 え て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  交 付 申 請 書 の 提 出 期 限 は 、 市 長 が 別 に 定 め る 。  

（ 審 査 会 ）  

第 ５ 条  市 長 は 、補 助 金 交 付 の 適 正 及 び 公 平 を 期 す た め 、新 規 就 農 者 総 合 支 援 事 業

審 査 会 （ 以 下 「 審 査 会 」 と い う 。 ） を 設 置 し 、 申 請 内 容 を 審 査 す る も の と す る 。 

（ 交 付 決 定 ）  

第 ６ 条  市 長 は 第 ４ 条 に 定 め る 申 請 書 を 受 理 し た と き は 、審 査 会 で 審 査 し 、適 当 と
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認 め た と き は 、交 付 決 定 通 知 書（ 様 式 第 ４ 号 ）に よ り 、申 請 者 に 通 知 す る も の と

す る 。  

２  市 長 は 、審 査 会 で 審 査 し 、補 助 金 の 交 付 対 象 と な ら な い と 認 め た と き は 、不 採

択 決 定 通 知 書 （ 様 式 第 ５ 号 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ 交 付 の 条 件 ）  

第 ７ 条  規 則 第 ６ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 「 指 示 又 は 条 件 」 は 、 次 の と お り と す る 。  

(１ ) 補 助 事 業 を 中 止 し 、 又 は 廃 止 す る と き は 、 市 長 の 承 認 を 受 け る こ と 。  

(２ ) 補 助 事 業 が 予 定 期 間 内 に 完 了 し な い と き 又 は 補 助 事 業 の 遂 行 が 困 難 と な

っ た と き は 、 速 や か に 市 長 に 報 告 し て そ の 指 示 を 受 け る こ と 。  

(３ ) 補 助 事 業 は 、予 定 の 期 間 内 に 完 了 さ せ 、速 や か に 市 長 の 完 了 検 査 を 受 け る

こ と 。  

（ 申 請 の 取 下 げ ）  

第 ８ 条  規 則 第 ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 交 付 決 定 を 受 け た 個 人 又 は 法 人

（ 以 下「 補 助 団 体 等 」と い う 。）は 、決 定 通 知 に 係 る 補 助 金 の 交 付 決 定 の 内 容 又

は こ れ に 付 さ れ た 条 件 に 不 服 が あ る と き は 、当 該 通 知 を 受 け た 日 か ら 10日 以 内 に

申 請 の 取 下 げ を す る こ と が で き る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 申 請 の 取 下 げ が あ っ た と き は 、当 該 申 請 に 係 る 補 助 金 の 交 付

決 定 は 、 な か っ た も の と み な す 。  

（ 届 出 の 義 務 ）  

第 ９ 条  補 助 団 体 等 は 、事 業 着 手 と 同 時 に 着 手 届 を 、完 成 と 同 時 に 完 成 届 を 市 長 に

提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 事 業 計 画 の 変 更 ）  

第 10条  規 則 第 10条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 事 業 計 画 変 更 の 承 認 申 請 は 、別 表 の 重 要 変

更 欄 に 掲 げ る 変 更 の 場 合 に 行 う も の と す る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 、事 業 計 画 の 変 更 の 承 認 を 受 け よ う と す る と き は 、計 画 変 更

承 認 申 請 書 に 計 画 変 更 計 画 書（ 様 式 第 ６ 号 ）及 び 収 支 予 算 の 変 更 を 伴 う も の に あ

っ て は 、 収 支 予 算 書 （ 様 式 第 ３ 号 ） を 添 え て 市 長 に 提 出 す る も の と す る 。  

（ 事 情 変 更 に よ る 決 定 の 取 消 し 等 ）  

第 11条  市 長 は 、補 助 金 の 交 付 決 定 を し た 場 合 に お い て 、そ の 後 の 事 情 の 変 更 に よ

り特別 の 必 要 が 生じた と き は 、交 付 決 定 の全部若しくは一部を 取 消 し 、又 は そ の
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決 定 の 内 容若しくは こ れ に 付 し た 条 件 を 変 更 す る こ と が で き る 。ただし 、補 助 事

業 の うち既に 経過し た 期 間 に 係 る部分につい て は 、 こ の 限 り で は な い 。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 交 付 決 定 を 取 消 す こ と が で き る の は 、天災地 変 そ の

他 補 助 金 の 交 付 決 定 後 生じた 事 情 の 変 更 に よ り 、補 助 事 業 の全部又 は一部を 継 続

す る 必 要 が なくな っ た 場 合 と す る 。  

（状況報 告 ）  

第 12条  市 長 は 必 要 に応じ、補 助 事 業 の 遂 行状況に 関 し 、状況報 告 を求め る こ と が

で き る 。  

（ 実績報 告 ）  

第 13条  補 助 団 体 等 は 、補 助 事 業 等 が 完 了 し た と き（ 中 止 又 は 廃 止 の 承 認 を 受 け た

と き を含む。 ） は 、 事 業 実績報 告 書 （ 様 式 第７号 ） に 収 支 決 算 書 （ 様 式 第 ３ 号 ）

そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類 を 添 え て 、速 や か に 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。  

２  前 項 に 定 め る 書 類 の 提 出 期 限 は 、当 該 事 業 の 完 了 し た 日若しくは 当 該 補 助 事 業

の 廃 止 の 承 認 を 受 け た 日 か ら起算 し て 、 30日 を 経過し た 日 又 は 当 該 補 助 金 の 交 付

決 定 が あ っ た 日 の属す る 市 の 会 計 年度の翌年度の ４月 20日 の いずれ か早い 日 と

す る 。  

（ 補 助 金 の 額 の確定 等 ）  

第 14条  市 長 は 、補 助 事 業 の 完 了 又 は 廃 止 に 係 る 補 助 事 業 の 成果の 報 告 を 受 け た と

き は 、当 該 報 告 書 等 の 書 類 の 審 査 及 び 必 要 に応じて 行 う現地調査 等 に よ り そ の 報

告 に 係 る 補 助 事 業 の 成果が 補 助 金 の 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に 付 し た 条 件 に 適

合 す る も の で あ る かどう か を調査 し 、適 当 と 認 め た と き は 、交 付 すべき 補 助 金 の

額 を確定 し 、当 該 補 助 団 体 等 に 通 知 す る も の と す る 。ただし 、軽易な も の につい

て は 、 こ の 限 り で は な い 。  

（ 交 付 の 請求）  

第 15条  補 助 団 体 等 は 、補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る と き は 、市 長 が 別 に 定 め る

日まで に 交 付 請求書 （ 様 式 第８号 ） に よ り 市 長 に 請求し な け れ ば な ら な い 。  

（ 補 助 金 の概算 請求）  

第 16条  規 則 第 14条 第 １ 項 ただし 書 に よ り概算払を 受 け よ う と す る 補 助 団 体 等 は 、

概算 請求書 （ 様 式 第８号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  
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（帳簿等 の保存期 間 ）  

第 17条  規 則 第 15条 の 規 定 に よ る帳簿及 び 書 類 を保存し な け れ ば な ら な い 期 間 は 、

別 に特別 の 定 め が な い 限 り 、当 該 補 助 事 業 の 完 了 の 日 か ら起算 し て ５ 年 を 経過し

た 日 の属す る 市 の 会 計 年度の末日まで と す る 。  

（財産 の処分制限 ）  

第 18条  補 助 金 の 交 付 を 受 け た 補 助 団 体 等 は 、当 該 補 助 事 業 に よ り 取 得 し 又 は効用

の増加し た財産 で 次 に 掲 げ る も の を 市 長 の 承 認 を 受 け な い で 、補 助 金 の 交 付 の 目

的 に反し て使用 し 、譲渡し 、交換し 、貸し 付 け 又 は担保に供し て は な ら な い 。た

だし 、補 助 金 の 交 付 の 目 的 及 び 当 該財産 の耐用 年数を勘案し て 市 長 が 定 め る 期 間

を 経過し た と き は 、 こ の 限 り で は な い 。  

(１ ) 不動産 及 び そ の 従 物  

(２ ) 機械及 び 重 要 な器具で 、 市 長 が 指 定 す る も の  

(３ ) そ の 他 市 長 が 補 助 金 の 交 付 の 目 的 を達成 す る た め特に 必 要 と 認 め て 指 定

す る も の  

２  前 項 に 定 め る財産 の処分の制限 を す る 期 間 並 び に処分を制限 す る財産 は 、減価

償却資産 の耐用 年数等 に 関 す る省令（昭和 40年 大蔵省令第 15号 ）に 定 め ら れ て い

る 期 間 及 び財産 と し 、同省令に 定 め の な い財産 につい て は 、農林畜水産 業 関 係 補

助 金 等 交 付 規 則 （昭和 31年 農林省令第 18号 ） に 定 め る 期 間 と す る 。  

（ そ の 他 ）  

第 19条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 は 、 市 長 が 別 に 定 め る 。  

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 告 示 は 、 平 成 24年 ４月１ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経過措置 ）  

２  こ の 告 示 の 施 行 の 日 の 前 日まで に 、廃 止 前 の 庄 原 市 農 業 後 継 者 育 成 事 業 奨 励 金

交 付 要 綱（ 平 成 21年 庄 原 市 告 示 第 33号 ）の 規 定 に よ り 交 付 決 定 さ れ た も の につい

て は 、 廃 止 前 の 規 定 は 、 な お そ の効力を 有 す る 。  
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別 表 （ 第 ３ 条 、 第 10条 関 係 ）   

番

号  
事 業名  対 象 経 費  補 助 率 （ 額 ）

重 要 な 変 更  

経 費 配 分

の 変 更  

事 業 変

更  

１  青年 就 農給

付 金 事 業

（ 経 営 開 始

型）  

新 規 就 農・経 営 継 承 総 合 支 援 事 業

実 施 要 綱（ 平 成 24年 ４月６ 日 付 け

23経 営 第 3543号 農 林 水 産 事 務 次

官依命通 知 ）及 び 広 島 県 農 業振興

対策事 業 費 補 助 金 等 交 付 要 綱（昭

和 56年 12月 15日制定 ）に基づき 実

施 さ れ る 事 業 に 要 す る 経 費  

広 島 県 農 業

振 興 対 策 事

業 費 補 助 金

等 交 付 要 綱

に準ずる 。  

同左  同左  

２  新 規 就 農 者

育 成 事 業 奨

励 金 （準備

型）  

市 内 指 定 農 家 等 で 行 う 研 修 に 要

す る 経 費 を 助 成（ ただし 、研 修 期

間 は ２ 年 以 内 ）  

１  対 象 者  

新 規 就 農希望者（ ただし 、原

則 45歳未満の 個 人 ）  

２  交 付 要 件  

(１ )  国 の 同 種 の 助 成 等 を 受

け て い な い こ と 。  

(２ )研 修 終 了 後 １ 年 以 内 に 市

内 で 就 農 若 し く は 市 内 農 業

生 産 法 人 に 就職し 、２ 年 以 上

継 続 す る こ と 。  

定 額（７万円

／月）  

  

３  新 規 就 農 者

育 成 事 業 奨

励 金 （ 経 営

開 始型）  

独立・自営 就 農 及 び親元就 農 後 ３

年 以 内 の 者 に 対 し 助 成  

１  対 象 者  

新 規 就 農 者（ ただし 、原 則 45

歳未満の 個 人 ）  

定 額（７万円

／月）  
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２  交 付 要 件  

(１ )  国 の 同 種 の 助 成 等 を 受

け て い な い こ と 。  

(２ )  青 年 等 就 農 計 画 へ の 位

置づけ が さ れ て い る こ と 。  

(３ )  市 が 行 う 営 農 研 修 等 に

参加す る こ と 。  

４  経 営 体 育 成

支 援 事 業

（ 新 規 就 農

者 補 助 事

業 ）  

経 営 体 育 成 支 援 事 業 実 施 要 綱（ 平

成 23年 ４ 月 １ 日 付 け 22 経 営 第

7296号 農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通

知 ）及 び 経 営 体 育 成 支 援 事 業 実 施

要 領 （ 平 成 23年 ４月 １ 日 付 け 22

経 営 第 7297号 農 林 水 産 事 務 次 官

依命通 知 ）に基づき 実 施 さ れ る 事

業 に 要 す る 経 費  

経 営 体 育 成

支 援 事 業 実

施 要 綱 及 び

経 営 体 育 成

支 援 事 業 実

施 要 領 に 準

ずる 。  

同左  同左  

５  新 規 就 農 施

設 等整備補

助 金  

農 業 経 営 を 開 始 す る の に 必 要 と

な る 施 設・機械等 の購入に 必 要 な

経 費 を 補 助  

１  対 象 者  

認 定 新 規 就 農 者  

２  交 付 要 件  

就 農 後 ３ 年 以 内 で あ る こ と 。

対 象 経 費 の

１／２ 以 内  

ただし 、対 象

経 費 の 上 限

額 は 10,000

千円  

  

６  新 規 就 農 定

着 支 援 補 助

金  

専門技 術 の 習 得 、先 進 農 業 研 修 に

要 す る 経 費 を 補 助  

１  対 象 者  

認 定 農 業 者（ ただし 、原 則 45

歳未満の 個 人 ）  

２  交 付 要 件  

農 業 専 業 経 営 を 市 内 で 新 規

対 象 経 費 の

１／２ 以 内  

ただし 、５ 年

間 通 算 の 補

助 上 限 額 は

500千円以 内  
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に 開 始 し 、 ５ 年 以 内 の 者  

備考  

(１ ) 認 定 新 規 就 農 者 と は 、 農 業 経 営基盤強化促進 法 （昭和 55年 法律第 65号 ）

第 14条 の ４ 第 １ 項 の 規 定 に基づく青年 等 就 農 計 画 を 作 成 し 、 こ れ を 市 長 に 提

出 し て 、 当 該 就 農 計 画 が 適 当 で あ る 旨 の 認 定 を 受 け た 者 と す る 。  

(２ ) 認 定 農 業 者 と は 、 農 業 経 営基盤強化促進 法 （昭和 55年 法律第 65号 ） 第 12

条 に 定 め る 農 業 経 営改善計 画 を 作 成 し 、 こ れ を 市 長 に 提 出 し て 、 当 該 農 業 経

営 計 画 が 適 当 で あ る 旨 の 認 定 を 受 け た 者 と す る 。  

(３ ) 国県 の 補 助 事 業 等 で特別 の 定 め の あ る 場 合 を除き 、 補 助 金 の 合 計 額 に千

円未満の端数が 生じた と き は 、 そ の端数金 額 は切捨て と す る 。  


